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決算取締役会開催日 2006年10月４日 配当支払開始日 －年－月－日

単元株制度採用の有無 有（１単元100株）   

１．2006年8月中間期の業績（2006年2月21日～2006年8月20日）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 営業収益 営業利益 経常利益

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2006年8月中間期 29,363 17.5 9,720 20.5 9,203 20.5

2005年8月中間期 24,981 24.7 8,065 24.9 7,638 28.9

2006年2月期 53,200 23.6 18,092 24.7 17,069 26.8

 中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

 百万円 ％ 円 銭

2006年8月中間期 5,452 19.0 90 87

2005年8月中間期 4,583 34.9 76 39

2006年2月期 10,235 32.8 169 77

(注)①期中平均株式数 2006年8月中間期 60,002,547 株 2005年8月中間期 60,002,742　株

   2006年2月期 60,002,686 株   

 ②会計処理の方法の変更 有

 ③営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

 百万円 百万円 ％ 円 銭

2006年8月中間期 221,603 52,517 23.7 875 25

2005年8月中間期 204,853 42,775 20.9 712 89

2006年2月期 199,655 48,678 24.4 810 46

(注) ①期末発行済株式数 2006年8月中間期 60,002,519 株 2005年8月中間期 60,002,710 株

   2006年2月期 60,002,590 株    

 ②期末自己株式数 2006年8月中間期 8,713 株 2005年8月中間期 8,522 株

   2006年2月期 8,642 株    

２．2007年2月期の業績予想（2006年2月21日～2007年2月20日）  

 営業収益 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 61,100  19,100  11,300  

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）  187円 56銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

2006年2月期 － 25.00 25.00

2007年2月期（実績） － －
25.00

2007年2月期（予想） － 25.00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料９頁をご参照下さい。
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５．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末
（2005年８月20日）

当中間会計期間末
（2006年８月20日）

前事業年度の要約貸借対照表
（2006年２月20日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金   10,532   11,204   9,636  

２．営業未収入金   1,592   1,742   1,690  

３．たな卸資産   32   19   19  

４．その他 ※４  4,536   5,107   4,805  

貸倒引当金   △1   △1   △1  

流動資産合計   16,693 8.1  18,073 8.2  16,151 8.1

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※1,2          

(1）建物   97,769   106,277   94,970  

(2）構築物   8,867   9,111   9,003  

(3）土地   53,990   58,565   50,445  

(4）その他   5,014   5,823   5,340  

有形固定資産合計   165,642   179,777   159,760  

２．無形固定資産   888   887   884  

３．投資その他の資産           

(1）差入保証金 ※５  14,429   15,804   15,355  

(2）前払年金費用   44   －   －  

(3）その他   7,160   7,071   7,514  

貸倒引当金   △4   △9   △10  

投資その他の資産合
計

  21,629   22,865   22,859  

固定資産合計   188,160 91.9  203,530 91.8  183,504 91.9

資産合計   204,853 100.0  221,603 100.0  199,655 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．営業未払金   2,364   2,672   1,926  

２．短期借入金 ※２  1,655   1,655   1,655  

３．１年以内返済予定の
長期借入金

※２  11,276   12,929   11,276  

４．専門店預り金   17,457   20,469   7,136  

５．賞与引当金   97   103   69  

６．役員賞与引当金   －   27   －  

７．設備支払手形   9,956   7,048   9,501  

８．その他 ※４  7,806   12,299   12,787  

流動負債合計   50,614 24.7  57,205 25.8  44,352 22.2
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前中間会計期間末
（2005年８月20日）

当中間会計期間末
（2006年８月20日）

前事業年度の要約貸借対照表
（2006年２月20日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金 ※２  55,724   53,396   49,981  

２．退職給付引当金   ―   57   4  

３．役員退職慰労引当金   100   112   113  

４．預り保証金 ※２  55,084   57,952   55,936  

５．その他   555   361   588  

固定負債合計   111,463 54.4  111,880 50.5  106,623 53.4

負債合計   162,078 79.1  169,086 76.3  150,976 75.6

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   7,796 3.8  － －  7,796 3.9

Ⅱ　資本剰余金           

　　資本準備金   7,165   －   7,165  

資本剰余金合計   7,165 3.5  － －  7,165 3.6

Ⅲ　利益剰余金           

１．利益準備金   530   －   530  

２．任意積立金   19,282   －   19,282  

３．中間（当期）未処分
利益

  7,264   －   12,916  

利益剰余金合計   27,076 13.2  － －  32,729 16.4

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  750 0.4  － －  1,002 0.5

Ⅴ　自己株式   △13 △0.0  － －  △14 △0.0

資本合計   42,775 20.9  － －  48,678 24.4

負債資本合計   204,853 100.0  － －  199,655 100.0

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   － －  7,796 3.5  － －

２．資本剰余金           

　　資本準備金  －   7,165   －   

　資本剰余金合計   － －  7,165 3.2  － －

３．利益剰余金           

　(1)利益準備金  －   530   －   

　(2)その他利益剰余金           

　①固定資産圧縮積立
金

 －   271   －   

　②特別償却準備金  －   724   －   

　③別途積立金  －   26,300   －   

　④繰越利益剰余金  －   8,806   －   

　利益剰余金合計   － －  36,632 16.6  － －

４．自己株式   － －  △14 △0.0  － －

　　株主資本合計   － －  51,579 23.3  － －
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前中間会計期間末
（2005年８月20日）

当中間会計期間末
（2006年８月20日）

前事業年度の要約貸借対照表
（2006年２月20日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　評価・換算差額等           

その他有価証券評価差
額金

  － －  938 0.4  － －

　　評価・換算差額等合
計

  － －  938 0.4  － －

　純資産合計   － －  52,517 23.7  － －

　負債純資産合計   － －  221,603 100.0  － －

           

(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益   24,981 100.0  29,363 100.0  53,200 100.0

Ⅱ　営業原価   14,258 57.1  17,015 57.9  30,029 56.4

営業総利益   10,723 42.9  12,348 42.1  23,170 43.6

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  2,658 10.6  2,627 9.0  5,077 9.6

営業利益   8,065 32.3  9,720 33.1  18,092 34.0

Ⅳ　営業外収益 ※１  206 0.8  251 0.8  427 0.8

Ⅴ　営業外費用 ※２  632 2.5  768 2.6  1,450 2.7

経常利益   7,638 30.6  9,203 31.3  17,069 32.1

Ⅵ　特別利益 ※３  49 0.2  123 0.4  170 0.3

Ⅶ　特別損失 ※４  80 0.3  143 0.4  121 0.2

税引前中間（当期）
純利益

  7,607 30.5  9,183 31.3  17,118 32.2

法人税、住民税及び
事業税

 2,807   3,788   6,951   

法人税等調整額  216 3,023 12.1 △57 3,731 12.7 △69 6,882 13.0

中間（当期）純利益   4,583 18.4  5,452 18.6  10,235 19.2

前期繰越利益   2,681   －   2,681  

中間（当期）未処分
利益

  7,264   －   12,916  
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自2006年２月21日　至2006年８月20日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

固定資産
圧縮積立
金

特別償却
準備金 

別途積立
金

繰越利益
剰余金

2006年２月20日　残高

（百万円）
7,796 7,165 7,165 530 296 685 18,300 12,916 32,729 △14 47,676

中間会計期間中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩     △24   24    

特別償却準備金の積立      300  △300    

特別償却準備金の取崩      △261  261    

別途積立金の積立       8,000 △8,000    

剰余金の配当        △1,500 △1,500  △1,500

利益処分による役員賞与金        △48 △48  △48

中間純利益        5,452 5,452  5,452

自己株式の取得          △0 △0

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）

           

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
    △24 38 8,000 △4,110 3,903 △0 3,903

2006年８月20日　残高

（百万円）
7,796 7,165 7,165 530 271 724 26,300 8,806 36,632 △14 51,579

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差
額金

評価・換算差額等合計

2006年２月20日　残高

（百万円）
1,002 1,002 48,678

中間会計期間中の変動額

固定資産圧縮積立金の取

崩
   

特別償却準備金の積立    

特別償却準備金の取崩    

別途積立金の積立    

剰余金の配当   △1,500

利益処分による役員賞与

金 
  △48

中間純利益   5,452

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額）

△64 △64 △64

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△64 △64 3,838

2006年８月20日　残高

（百万円）
938 938 52,517
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

① 有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

① 有価証券

子会社株式

同　　左

① 有価証券

子会社株式

同　　左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同　　左

時価のないもの

同　　左

 ② たな卸資産

貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

② たな卸資産

貯蔵品

同　　左

② たな卸資産

貯蔵品

同　　左

２．固定資産の減価償却の方

法

① 有形固定資産

経済的耐用年数に基づく定額法

① 有形固定資産

同　　左

① 有形固定資産

同　　左

 　各資産別の経済的耐用年数とし

て以下の年数を採用しております。

建物　　　　　　３年～39年

構築物　　　　　５年～39年

その他　　　　　２年～20年

  

 ② 無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

② 無形固定資産

同　　左

② 無形固定資産

同　　左

 ③ 長期前払費用

契約期間等による均等償却

償却年数　　　４年～30年

③ 長期前払費用

同　　左

③ 長期前払費用

同　　左

３．引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

　営業未収入金等の債権の貸倒れ

による損失に備え、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

同　　左

① 貸倒引当金

同　　左

 ② 賞与引当金

　従業員及びフレックス社員

（パートタイマー）に支給する賞

与に備え、支給見込額のうち当中

間会計期間に負担すべき金額を計

上しております。

② 賞与引当金

同　　左

② 賞与引当金

　従業員及びフレックス社員

（パートタイマー）に支給する賞

与に備え、支給見込額のうち当事

業年度に負担すべき金額を計上し

ております。

 ③　　　　――――― ③　役員賞与引当金

　役員に支給する賞与に備え、支給

見込額のうち当中間会計期間に負担

すべき金額を計上しております。

（会計方針の変更)

　当中間会計期間より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基準

第４号　平成17年11月29日）を適用

しております。これにより、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益

は27百万円減少しております。

③　　　　―――――

6



項目
前中間会計期間

（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

 ④ 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え、当事

業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。

　なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌事業年度から費

用処理しております。

④ 退職給付引当金

 同　　左

④ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え、当事

業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、計

上しております。

なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌事業年度から費

用処理しております。

 ⑤ 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出

に備え、内規に基づく中間期末要

支給額の全額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

同　　左

⑤ 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支出

に備え、内規に基づく期末要支給

額の全額を計上しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同　　左 同　　左

５．ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。また、特例処理

の要件を満たす金利スワップにつ

いては特例処理によっております。

①　ヘッジ会計の方法

同　　左

①　ヘッジ会計の方法

 同　　左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　金利スワップ・・・借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同　　左

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

 同　　左

 ③　ヘッジ方針

　金利スワップは金利変動リスク

を回避する目的で行っております。

③　ヘッジ方針

同　　左

 ③　ヘッジ方針

  同　　左

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、両者の変動額を基礎にし

て判断しております。ただし、特

例処理によっている金利スワップ

については有効性の評価を省略し

ております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

同　　左

 ④　ヘッジの有効性評価の方法

  同　　左

６．その他中間財務諸表(財務

諸表)作成のための基本と

なる重要な事項

① 法人税、住民税及び事業税並び

に法人税等調整額の計上方法

　中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期におい

て予定しております利益処分によ

る固定資産圧縮積立金等の積立て

及び取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を算定してお

ります。

① 　　　───── ① 　　　─────

 ② 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

② 消費税等の会計処理

同　　左

② 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっており、控除対象外消費税等は、

当事業年度の費用として処理してお

ります。

7



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

（固定資産の減損に係る会計基準)

　「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

　平成15年10月31日）が平成16年３月31日以

降に終了する事業年度に係る財務諸表から適

用できることになったことに伴い、当中間会

計期間から同会計基準及び同適用指針を適用

しております。これにより税引前中間純利益

は26百万円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。

――――― (固定資産の減損に係る会計基準） 

　「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日以降

に終了する事業年度に係る財務諸表から適用

できることになったことに伴い、当事業年度

から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これにより税引前当期純利益は26百

万円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後

の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

 ―――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は

52,517百万円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 ―――――

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

（中間貸借対照表関係）

 　「専門店預り金」は前中間会計期間にて流動負債の「そ

の他」に表示しておりましたが、当中間会計期間において

資産総額の100分の５を超えたため区分掲記いたしました。

なお、前中間会計期間の「専門店預り金」は7,035百万円で

あります。

――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（2005年８月20日）

当中間会計期間末
（2006年８月20日）

前事業年度末
（2006年２月20日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

40,336百万円 46,724百万円 43,158百万円

※２．担保に供している資産及び対応する債

務

※２．担保に供している資産及び対応する債

務

※２．担保に供している資産及び対応する債

務

（担保に供している資産）

建物  75,797百万円

土地 42,151

計 117,949

（対応する債務）

短期借入金 1,655百万円

１年以内返済予定の

長期借入金
9,153

長期借入金 40,674

預り保証金 18,171

計 69,655

　上記のうち、関係会社の金融機関か

らの借入債務の担保に供している資産

の内訳は次のとおりであります。

（担保に供している資産）

建物   72,923百万円

土地       

40,840

計 113,764

（対応する債務）

短期借入金    1,655百万円

１年以内返済予定の

長期借入金

     

10,906

長期借入金       

40,569

預り保証金      

16,951

計 70,083

　上記のうち、関係会社の金融機関か

らの借入債務の担保に供している資産

の内訳は次のとおりであります。

（担保に供している資産）

建物   73,185百万円

土地       

41,977

計 115,163

（対応する債務）

短期借入金    1,655百万円

１年以内返済予定の

長期借入金
9,153

長期借入金       

35,993

預り保証金      

16,010

計 62,812

　上記のうち、関係会社の金融機関か

らの借入債務の担保に供している資産

の内訳は次のとおりであります。

（担保に供している資産）

土地 364百万円

（対応する関係会社の債務）

1年以内返済予定の長

期借入金

長期借入金

 

263百万円

1,736百万円

（担保に供している資産）

土地    364百万円

（対応する関係会社の債務）

1年以内返済予定の長

期借入金

長期借入金

  

263百万円

1,473百万円

（担保に供している資産）

土地    364百万円

（対応する関係会社の債務）

1年以内返済予定の長

期借入金 

長期借入金

  

263百万円

1,604百万円

　３．偶発債務

　関係会社の金融機関からの借入金に対

して経営指導念書を差入れております。

　３．偶発債務

　関係会社の金融機関からの借入金に対

して経営指導念書を差入れております。

　３．偶発債務

　関係会社の金融機関からの借入金に対

して経営指導念書を差入れております。

下田タウン株式会社 1,608百万円 下田タウン株式会社 1,416百万円 下田タウン株式会社 1,512百万円

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

※４．消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため流動

資産の「その他」に含めて表示しており

ます。

 ※４．　　　　　──────

9



前中間会計期間末
（2005年８月20日）

当中間会計期間末
（2006年８月20日）

前事業年度末
（2006年２月20日）

※５．差入保証金

当社は、建設協力金により建設された店舗

の賃借に係る差入保証金につき、店舗賃貸借

契約の一部である金銭消費貸借契約条項に基

づく返還請求権を特別目的会社であるジェイ・

ワンアセッツコーポレーションに売却してお

ります。

当該取引に伴い会計上売却処理した差入保

証金（当中間会計期間末未償還残高4,567百万

円）については、原債務者が支払不能等に陥っ

た場合等の特定の事由が発生した場合、返還

請求権をイオン株式会社に売り渡す選択権が

付与されております。なお、選択権行使によ

りイオン株式会社が返還請求権を買い取った

場合には、同社は当該返還請求権を当社に売

り渡す選択権を有しております。

　また、ジェイ・ワンアセッツコーポレーショ

ンが選択権を行使した場合に解約することと

なるヘッジ目的の金利スワップ契約の解約損

益はイオン株式会社に帰属しますが、イオン

株式会社が買い取った返還請求権を当社に売

り渡す選択権を行使した場合には、当該解約

損益は当社に帰属することとなります。

なお、当中間会計期間末現在の当該金利ス

ワップ契約の時価評価差損の総額は277百万円

であります。

※５．差入保証金

当社は、建設協力金により建設された店舗

の賃借に係る差入保証金につき、店舗賃貸借

契約の一部である金銭消費貸借契約条項に基

づく返還請求権を特別目的会社であるジェイ・

ワンアセッツコーポレーションに売却してお

ります。

当該取引に伴い会計上売却処理した差入保

証金（当中間会計期間末未償還残高2,403百万

円）については、原債務者が支払不能等に陥っ

た場合等の特定の事由が発生した場合、返還

請求権をイオン株式会社に売り渡す選択権が

付与されております。なお、選択権行使によ

りイオン株式会社が返還請求権を買い取った

場合には、同社は当該返還請求権を当社に売

り渡す選択権を有しております。

　また、ジェイ・ワンアセッツコーポレーショ

ンが選択権を行使した場合に解約することと

なるヘッジ目的の金利スワップ契約の解約損

益はイオン株式会社に帰属しますが、イオン

株式会社が買い取った返還請求権を当社に売

り渡す選択権を行使した場合には、当該解約

損益は当社に帰属することとなります。

なお、当中間会計期間末現在の当該金利ス

ワップ契約の時価評価差損の総額は123百万円

であります。

※５．差入保証金

当社は、建設協力金により建設された店舗

の賃借に係る差入保証金につき、店舗賃貸借

契約の一部である金銭消費貸借契約条項に基

づく返還請求権を特別目的会社であるジェイ・

ワンアセッツコーポレーションに売却してお

ります。

当該取引に伴い会計上売却処理した差入保

証金（当事業年度末未償還残高 3,946百万円）

については、原債務者が支払不能等に陥った

場合等の特定の事由が発生した場合、返還請

求権をイオン株式会社に売り渡す選択権が付

与されております。なお、選択権行使により

イオン株式会社が返還請求権を買い取った場

合には、同社は当該返還請求権を当社に売り

渡す選択権を有しております。

　また、ジェイ・ワンアセッツコーポレーショ

ンが選択権を行使した場合に解約することと

なるヘッジ目的の金利スワップ契約の解約損

益はイオン株式会社に帰属しますが、イオン

株式会社が買い取った返還請求権を当社に売

り渡す選択権を行使した場合には、当該解約

損益は当社に帰属することとなります。

なお、当事業年度末現在の当該金利スワッ

プ契約の時価評価差損の総額は170百万円であ

ります。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息   41百万円

受取配当金   36百万円

受取退店違約金   51百万円

工事負担金受入 38百万円

受取利息  46百万円

受取配当金   42百万円

受取退店違約金  39百万円

受取保険金 72百万円

受取利息  83百万円

受取配当金    41百万円

受取退店違約金  178百万円

工事負担金受入 67百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

支払利息    587百万円 支払利息    601百万円 支払利息 1,174百万円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金戻入額 33百万円

投資有価証券売却益 15百万円

建物売却益 62百万円

投資有価証券売却益 60百万円

建物売却益 72百万円

土地売却益 51百万円

貸倒引当金戻入額   27百万円

投資有価証券売却益 16百万円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの

建物除却損 42百万円

減損損失 26百万円

　当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしま

した。

用途 種類 場所 損失額

 遊休資産  土地  福島県  26百万円

　当社は、ＳＣ事業における店舗を最小単位

としてグルーピングをおこなっております。

なお、遊休資産については、当該資産を独立

したグルーピングといたしております。

　上記の資産グループは、地価の著しい下落

により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。なお、回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、不動産鑑定士

による評価額を基礎としております。

建物除却損 112百万円

構築物除却損 24百万円

建物除却損    55百万円

構築物除却損 14百万円

減損損失 26百万円

　当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 損失額

 遊休資産  土地  福島県 26百万円

　当社は、ＳＣ事業における店舗を最小単位

としてグルーピングをおこなっております。

なお、遊休資産については、当該資産を独立

したグルーピングといたしております。

　上記の資産グループは、地価の著しい下落

により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。なお、回収可能価額は、正味

売却価額により測定しており、不動産鑑定士

による評価額を基礎としております。

　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額 　５．減価償却実施額

有形固定資産 3,551百万円

無形固定資産   73百万円

有形固定資産 3,924百万円

無形固定資産     74百万円

有形固定資産 7,315百万円

無形固定資産 146百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）

 当中間会計期間（自　2006年２月21日　至　2006年８月20日） 

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
 

前会計年度末株式数
（株）

増加株式数（株） 減少株式数（株）
当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式　(注) 8,642 71 － 8,713

 　合　　　計 8,642 71 － 8,713

 (注)　普通株式の自己株式の増加71株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

(借主側)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(借主側)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(借主側)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

その他
（機械及
び装置）

1,777 865 911

その他
（車両運
搬具）

39 24 15

その他
（器具備
品）

1,386 691 695

合計 3,204 1,581 1,623

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

その他
（機械及
び装置）

1,580 864 715

その他
（車両運
搬具）

32 20 11

その他
（器具備
品）

1,450 813 636

合計 3,062 1,698 1,364

 

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

その他
（機械及
び装置）

1,777 956 821

その他
（車両運
搬具）

36 23 12

その他
（器具備
品）

1,456 799 656

合計 3,269 1,779 1,490

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内    432百万円

１年超 1,296

合計 1,728

１年内      423百万円

１年超 1,042

合計 1,466

１年内    413百万円

１年超 1,155

合計 1,568

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料    252百万円

減価償却費相当額    222百万円

支払利息相当額   30百万円

支払リース料    245百万円

減価償却費相当額     216百万円

支払利息相当額     25百万円

支払リース料     512百万円

減価償却費相当額     448百万円

支払利息相当額    58百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5）利息相当額の算定方法

同　　左

(5）利息相当額の算定方法

同　　左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 3,031百万円

１年超 38,159

合計 41,190

１年内    4,083百万円

１年超 43,944

合計 48,027

１年内 4,106百万円

１年超 46,306

合計 50,412

（有価証券関係）

　前中間会計期間（自2005年２月21日　至2005年８月20日）、当中間会計期間（自2006年２月21日　至2006年８月20

日）及び前事業年度（自2005年２月21日　至2006年２月20日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　2005年２月21日
至　2005年８月20日）

当中間会計期間
（自　2006年２月21日
至　2006年８月20日）

前事業年度
（自　2005年２月21日
至　2006年２月20日）

１株当たり純資産額   712.89円

１株当たり中間純利益 76.39円

１株当たり純資産額 875.25円

１株当たり中間純利益 90.87円

１株当たり純資産額  810.46円

１株当たり当期純利益   169.77円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。

　当社は、2005年４月11日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。

　なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおりと

なります。　

　当社は、2005年４月11日付で株式１

株につき２株の株式分割を行っており

ます。当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株当たり情報については、それぞ

れ以下のとおりとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額

577円64銭

１株当たり中間純利

益

 56円64銭

１株当たり純資産額

 650円11銭

１株当たり当期純利

益

 127円72銭

１株当たり純資産額  650.11円

１株当たり当期純利益   127.72円

　（注）算定上の基礎

  １．１株当たり純資産額  

 
前中間会計期間

(自　2005年２月21日
至　2005年８月20日)

当中間会計期間
(自　2006年２月21日
至　2006年８月20日)

前事業年度
(自　2005年２月21日
至　2006年２月20日)

純資産の部の合計額（百万円） － 52,517 －

普通株式に係る純資産額（百万円） － 52,517 －

普通株式の発行済株式数（株） － 60,011,232 －

普通株式の自己株式数（株） － 8,713 －

１株当たり純資産の算定に用いられた

普通株式の数（株）
－ 60,002,519 －

  ２．１株当たり中間（当期）純利益  

 
前中間会計期間

(自　2005年２月21日
至　2005年８月20日)

当中間会計期間
(自　2006年２月21日
至　2006年８月20日)

前事業年度
(自　2005年２月21日
至　2006年２月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 4,583 5,452 10,235

普通株主に帰属しない金額（百万円）

　　(うち利益処分による役員賞与金)
－ －

48

(48)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
4,583 5,452 10,186

期中平均株式数（株） 60,002,742 60,002,547 60,002,686
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